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第２０問  

（事案）  

Ａ県は、青少年の健全な育成を目的として、「有害図書」を「図

書の内容が、著しく性的感情を刺激し、又は著しく残忍性を助長

するため、青少年の健全な育成を阻害するおそれがあると認めら

れるもの」と定義した上で、自動販売機業者が「有害図書」に該

当する図書を自動販売機に収納することを罰則付きで禁止する

ことを内容とするＡ県青少年保護育成条例（以下「本件条例」と

いう）を制定した。なお、規制対象となる「有害図書」について、

A 県知事が個別に指定する方式ではなく、条例所定の定義に該当

する図書が個別の指定を要することなく「有害図書」に該当する

とする包括指定方式が用いられているのは、個別指定がなされる

までの間に当該図書の販売を済ませるという脱法的行為に有効

に対処する必要によるものである。  

Ａ県内の中学生Ｘ及び成人Ｙは、本件条例によりＡ県内の自動

販売機には「有害図書」が収納されなくなり、有害図書を購入し

て閲読することができなくなったから、本件条例は閲読の自由を

侵害するものとして違憲であると考えている。  

 

（設問）  

本件条例の憲法上の問題点について、あなた自身の見解を述べ

なさい。  

なお、明確性の原則については、論じなくてよい。  
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（解説）  

１．出題の概要  

第２０問は、岐阜県青少年保護育成条例事件を参考にした事案

を通じて、青少年の健全育成を目的とした有害図書規制における

憲法上の問題点について、同事件に関する基本的な理解を問う問

題である。なお、問題文のヒント及び設問の指示により、明確性

の原則と条例による地域間格差は検討対象から除外している。表

現の自由についても、論じる必要はない。  

２．青少年の知る自由  

問題文中の中学生 X の主張にもある通り、本件条例は青少年の

知る自由を侵害するものとして憲法 21 条 1 項に違反しないかが

問題となる。  

（１）知る自由  

人は、色々なことを知る・読む・聞くことにより、自分の思

想・意見などを形成する。このように、思想や意見などを外部

に伝達する表現の自由（憲法 21 条 1 項）の前提として、事の

本質からして知る自由が保障されている。  

知る自由は、情報の受領を政府により妨げられないという意

味での消極的自由であり、参政権的・社会権としての側面をも

有する知る権利とは、その内容・性質を異にする。  

よど号ハイジャック記事抹消事件判決は、「およそ各人が、

自由に、さまざまな意見、知識、情報に接し、これを摂取する

機会をもつことは、その者が個人として自己の思想及び人格を

形成・発展させ、社会生活の中にこれを反映させていくうえに

おいて欠くことのできないものであり、また、民主主義社会に

おける思想及び情報の自由な伝達、交流の確保という基本的原

理を真に実効あるものたらしめるためにも、必要なところであ

る。それゆえ、これらの意見、知識、情報の伝達の媒体である

新聞紙、図書等の閲読の自由が憲法上保障されるべきことは、

思想及び良心の自由の不可侵を定めた憲法 19 条の規定や、表

現の自由を保障した憲法 21 条の規定の趣旨、目的から、いわ

ばその派生原理として当然に導かれるところであ‥る。」と判

示している。  

本判決については、知る自由（又は閲読の自由）の憲法上の

保障を認めたものであると理解されている。  

（２）制約  

   本件条例は、自動販売機業者が「有害図書」に該当する図書

を自動販売機に収納することを罰則付きで禁止しており、これ

により A 県内の自動販売機内に「有害図書」は収納されなくな

る。その結果、青少年は A 県内の自動販売機で「有害図書」を

購入して閲読することができなくなる。したがって、本件条例

は青少年の知る自由を制約するものである。  

 

 

基 礎 応 用 1 8 0 頁［ 判 例 1］、

論 証 集 7 8 頁 ・ 1、 最 判 H

元 . 9 . 1 9・ 百 Ⅰ 5 0  
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（３）違憲審査基準  

違憲審査基準の厳格度は、権利の性質（重要性が中心）や制

約の態様（強度が中心）を考慮して決定されるのが通常である

ところ、このことは知る自由についても同様である。  

伊藤正己裁判官の補足意見では、「知る自由の保障は、提供

される知識や情報を自ら選別してそのうちから自らの人格形

成に資するものを取得していく能力が前提とされている。青少

年は、一般的にみて、精神的に未熟であって、右の選別能力を

十全には有しておらず、その受ける知識や情報の影響をうける

ことが大きいとみられるから、成人と同等の知る自由を保障さ

れる前提を欠くものであり、したがって青少年のもつ知る自由

を一定の制約をうけ、その制約を通じて青少年の精神的未熟さ

に由来する害悪から保護される必要があるといわねばならな

い。もとよりこの保護を行うのは、第一次的には親権者その他

青少年の保護に当たる者の任務であるが、それが十分に機能し

ない場合も少なくないから、公的な立場からその保護のために

関与が行われることも認めねばならないと思われる。本件条例

もその一つの方法と考えられる。このようにして、ある表現が

受け手として青少年にむけられる場合には、成人に対する表現

の規制の場合のように、その制約の憲法適合性について厳格な

基準が適用されないものと解するのが相当である。」と述べて

いる。同意見を参考にするならば、青少年の知る自由との関係

では、保障の程度が後退することを理由に、違憲審査基準の厳

格度が厳格審査の基準（表現内容に着目した知る自由の規制で

あるから、本来であれば厳格審査の基準が適用される）から中

間審査の基準まで下げることが可能となる。  

なお、本件条例は、青少年保護のための有害図書規制を定め

るものであり、青少年との関係では、パターナリスティックな

制約に当たる。もっとも、パターナリスティックな制約である

点は、違憲審査基準の定立過程ではなく、目的手段審査におけ

る目的審査で論じるのが通常である。しかも、パターナリステ

ィックな制約である点は、自由主義に反するから原則として違

憲であると評価されるため、違憲審査基準の厳格度を下げる事

情として考慮することはできない。  

（４）当てはめ  

  ア．目的審査  

 目的審査では、パターナリスティックな制約である点も踏

まえながら、青少年の健全育成という目的の重要性ないし合

憲性を論じることになる。  

パターナリスティックな制約とは、公権力の主体（政府）

が、本人自身の保護のために、本人の意思を無視して、本人

の自由に干渉することである。本人にとっては、自分にとっ
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ての利益・不利益が何であるのかを政府（又は社会の多数派

の意思）によって他律されることになる。  

パターナリスティックな制約である点は、合憲ではなく、

違憲の方向に評価される。すなわち、何が自己にとって利益

かは本人が最もよく判断できることであり、他人が「これが

あなたの利益だ」といって押し付けることは、自由主義に反

すると考えられる。そのため、個人を個人として尊重するた

めには個人の人権を本人の重大な利益のために制限する必

要もあるというパターナリズムの考え方は、自由主義の下で

は原則として忌避される思想であるといえる。したがって、

パターナリズムな考えに基づく目的（本人の利益を図るとい

う目的）は、自由主義に反するものとして原則として違憲で

あると考えられている。  

  そして、子どもは大人になる過程にあり、失敗によって学

ぶ特権を有しているということを踏まえて検討する必要が

ある。つまり、子どもが自由を誤って行使してしまうことが

あるとしても、それを理由に安易に権利行使を制限してはな

らない。｢未成年者の場合を考えれば分かりやすいが、人格

的自律そのものを回復不可能なほどに永続的に害する場合

には、例外的に介入する可能性を否定し得ないと解される」

という見解は、｢子どもは大人になる過程にあり、失敗によ

って学ぶ特権を有している」という考えからも導くことがで

きよう。  

イ．手段審査  

（ア）手段適合性  

  手段の適合性は、その手段が立法目的の実現を促進する

ことを意味し、これが認められるためには、その前提とし

て、規制対象が立法目的を阻害するという因果関係が必要

とされる。  

中間審査の基準においては、目的・手段の双方について

立法事実を根拠にした心証形成が必要とされるところ、青

少年保護のための有害図書規制については、「有害図書が

…青少年の健全な育成に有害である」という因果関係につ

いて立法事実の根拠があるか否かが問題となる。  

法廷意見は、「本条例の定めるような有害図書が一般に

思慮分別の未熟な青少年の性に関する価値観に悪い影響

を及ぼし、性的な逸脱行為や残虐な行為を容認する風潮の

助長につながるものであって、青少年の健全な育成に有害

であることは、既に社会共通の認識になっているといって

よい。」と述べ、上記の因果関係を認めている。  

伊藤正己裁判官の補足意見では、「青少年保護のための

有害図書の規制について、それを支持するための立法事実
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として、それが青少年非行を誘発するおそれがあるとか青

少年の精神的成熟を害するおそれのあることがあげられ

るが、そのような事実について科学的証明がされていない

といわれることが多い。たしかに青少年が有害図書に接す

ることから、非行を生ずる明白かつ現在の危険があるとい

えないことはもとより、科学的にその関係が論証されてい

るとはいえないかもしれない。しかし、青少年保護のため

の有害図書の規制が合憲であるためには、青少年非行など

の害悪を生ずる相当の蓋然性のあることをもって足りる

と解してよいと思われる。」と述べられている。これは、

青少年保護のための有害図書規制については、違憲審査基

準の厳格度が厳格審査の基準から中間審査の基準まで下

がるため、立法事実としては「科学的証明」や「明白かつ

現在の危険」までは要求されず、「相当の蓋然性」で足り

ると解するものと理解することができる。このように理解

するならば、法廷意見が「社会共通の認識」をもって立法

事実による支持を認めたことを是認できる。  

なお、厳密には、「自動販売機による有害図書の販売」が

青少年の健全育成を阻害するという因果関係も必要とさ

れるところ、法廷意見は、「自動販売機による有害図書の

販売は、売手と対面しないため心理的に購入が容易である

こと、昼夜を問わず購入ができること、収納された有害図

書が街頭にさらされているため購入意欲を刺激し易いこ

となどの点において、書店等における販売よりもその弊害

が一段と大きいといわざるをえない。」と述べている。  

（イ）手段必要性  

   手段必要性については、「規制対象となる『有害図書』

について、A 県知事が個別に指定する方式ではなく、条例

所定の定義に該当する図書が個別の指定を要することな

く『有害図書』に該当するとする包括指定方式が用いられ

ているのは、個別指定がなされるまでの間に当該図書の販

売を済ませるという脱法的行為に有効に対処する必要に

よるものである。」という問題文のヒントを踏まえながら、

より制限的でない手段である個別指定方式と比較する形

で包括指定方式の必要性を検討することになる。  

    法廷意見は、「自動販売機業者において、前記審議会の

意見聴取を経て有害図書としての指定がされるまでの間

に当該図書の販売を済ませることが可能であり、このよう

な脱法的行為に有効に対処するためには、本条例 6 条 2 項

による指定方式も必要性があり、かつ、合理的であるとい

うべきである。」と述べている。これは、手段必要性を認め

たものと理解することができる。  
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３．成人の知る自由  

問題文中の成人 Y の主張にもある通り、本件条例には、成人の

知る自由を侵害するものとして憲法 21 条 1 項に違反しないかと

いう問題もある。  

成人の知る自由との関係では、①本件条例による有害図書規制

が成人の知る自由に対する制約に当たるかと、②違憲審査基準の

厳格度が問題となる。  

（１）制約  

平成 30 年司法試験の出題趣旨では、青少年保護と見たくな

い大人の保護を目的とした規制図書類の店舗販売規制につい

て、「 18 歳以上の者との関係では、知る自由の制約になるかど

うかをまず検討する必要があろう。規制図書類の購入がおよそ

できなくなるわけではなく、購入方法の限定はごく一部に過ぎ

ないから知る自由の制約とまでは言えないと評価するのか、情

報の受領方法に制限が加わる以上、知る自由の制約ととらえる

のかの両論が考えられる。」と説明されている。  

岐阜県青少年保護育成条例事件の法廷意見と補足意見はい

ずれも、青少年保護のための有害図書規制が成人の知る自由に

対する制約に当たることを前提とした判断・意見を述べてい

る。  

（２）違憲審査基準  

有害図書規制は、表現内容に着目した表現内容規制であるか

ら、原則として、厳格審査の基準が適用される。また、成人の

知る自由の保障の程度は後退しない。そうすると、成人の知る

自由との関係では、厳格審査の基準が適用されるとも思える。 

しかし、本事件の法廷意見と補足意見はいずれも、成人の知

る自由についても、青少年の知る自由と同様の厳格度で違憲審

査を行っている。  

伊藤正己裁判官の補足意見は、「青少年の知る自由を制限す

る規制がかりに成人の知る自由を制約することがあっても、青

少年の保護の目的からみて必要とされる規制に伴って当然に

附随的に生ずる効果であって、成人にはこの規制を受ける図書

等を入手する方法が認められている場合には、その限度での成

人の知る自由の制約もやむをえないものと考えられる。」と述

べている。これを参考にするならば、成人の知る自由との関係

でも、付随的制約にとどまるという規制態様に着目して、違憲

審査基準の厳格度を厳格審査の基準から中間審査の基準まで

下げることが可能である。  

（３）パターナリスティックな制約  

   成人との関係では、本件条例はパターナリスティックな制約

に当たらないから、この点に言及する必要はない。  
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（参考答案）  

１．青少年の知る自由  

（１）本件条例は、青少年の知る自由を侵害するものとして憲法 21

条 1 項に反し違憲ではないか。  

（２）知る自由は、個人の人格・思想の形成・発展にとって必要不

可欠であるうえ、思想・情報の自由な伝達・交渉の確保という

民主主義社会の基本的原理を真に実効あらしめるためにも必

要であるから、憲法 21 条 1 項により保障されると解する。  

したがって、青少年が有害図書を閲読する自由は、知る自由

として憲法 21 条 1 項により保障される。  

（３）本件条例は、自動販売機業者が「有害図書」に該当する図書

を自動販売機に収納することを罰則付きで禁止しており、これ

により A 県内の自動販売機内に「有害図書」は収納されなくな

る。その結果、青少年は A 県内の自動販売機で「有害図書」を

購入して閲読することができなくなる。したがって、本件条例

は青少年の知る自由を制約するものである。  

（４）本件条例の規制は図書の内容に着目した内容規制である上、

事前抑制的な性格も有しているから、その合憲性は厳格審査の

基準によって判断されるはずである。  

しかし、知る自由の保障の前提を為す情報選別能力が十全に

は備わっていない青少年には成人と同等の知る自由は保障さ

れないから、青少年の健全育成を目的とする青少年の知る自由

に対する直接的規制である本件条例の合憲性は、中間審査の基

準により審査すれば足りると解すべきである（岐阜県青少年保

護育成条例事件の伊藤正己裁判官補足意見参照）。  

そこで、本件条例の憲法 21 条 1 項適合性は、①立法目的が

重要で、②手段が立法目的との間の実質的関連性を有するかど

うかで審査する。  

（５）本件条例の目的である青少年の健全育成は、青少年との関係

では、パターナリスティックな制約に当たる。そして、パター

ナリスティックな制約目的は、原則として、自由主義に反する

ものとして違憲であると考えられている。しかし、青少年の健

全育成は、その後の私生活・社会生活という本人の人生に大き

く影響するから、それが阻害された場合、人格的自律そのもの

を回復不可能なほどに永続的に害するおそれがある。したがっ

て、青少年の健全育成は重要といえる（①）。  

「有害図書」が一般に思慮分別の未熟な青少年の性に関する

価値観に悪い影響を及ぼし、性的な逸脱行為や残虐な行為を容

認する風潮の助長につながるものであって、青少年の健全育成

に有害であることは、既に社会共通の認識になっているといえ

る。中間審査の基準では、心証形成の際に必要とされる立法事

実として科学的証明レベルのことまでは要求されないから、上
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記の社会共通の認識をもって「有害図書」が立法目的にとって

有害であるという因果関係を認めてよい。そして、自動販売機

による「有害図書」の販売は、昼夜を問わず購入ができること、

収納された有害図書が街頭にさらされているため購入意欲を

刺激し易いことなどから、書店等における販売よりもその弊害

が一段と大きいといわざるをえないため、「有害図書」を自動

販売機で販売することが青少年の健全育成にとって有害であ

るという因果関係も認められる。  

そして、このような「有害図書」を自動販売機に収納するこ

とを禁止することで、青少年は自己の健全育成にとって有害で

ある「有害図書」を自動販売機で購入して閲読することができ

なくなるのだから、本件条例は、上記の立法目的の達成を促進

するといえ、手段適合性が認められる。  

   確かに、規制対象となる「有害図書」を個別に指定するとい

うより制限的でない他の選び得る手段によっても立法目的を

達成できるとして、手段必要性が否定されるとも思える。しか

し、個別指定方式では、個別指定がなされるまでの間に当該図

書の販売を済ませるという脱法的行為に有効に対処すること

ができないから、包括指定方式と同程度以上に立法目的を達成

することはできない。そうすると、立法目的を十分に達成でき

るより制限的でない他の選び得る手段が存在するとはいえな

いから、手段必要性も認められる。  

   したがって、手段の実質的関連性が認められる（②）。  

（６）よって、本件条例は、青少年の知る自由を侵害するものでは

なく、憲法 21 条 1 項に反せず合憲である。   

２．成人の知る自由  

（１）本件条例は、成人の知る自由を侵害するものとして憲法 21

条 1 項に反し違憲ではないか。  

（２）成人が有害図書を閲読する自由は、知る自由として憲法 21

条 1 項により保障される。  

（３）本件条例により A 県内の自動販売機内に「有害図書」は収納

されなくなるから、成人も A 県内の自動販売機で「有害図書」

を購入して閲読することができなくなる。成人は、店舗購入な

ど他の方法により「有害図書」を購入することは可能であるが、

利便性の高い自動販売機での購入が全面的に禁止されること

に鑑みれば、成人の知る自由に対する制約を認めるべきであ

る。  

（４）青少年と異なり、成人には情報選別能力が十全に認められる

ために、知る自由の保障の程度は後退しない。そうすると、本

件条例が内容規制であることも踏まえると、成人との関係で

は、厳格審査の基準が適用されるとも思える。  

しかし、本件条例は、青少年保護のために「有害図書」を自
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動販売機に収納することを禁止するにとどまり、「有害図書」

の販売全般を禁止するものではない。このため、成人の知る自

由に対する制約は、青少年保護の目的からみて必要とされる規

制に伴って当然に附随的に生ずる効果であって、成人には、店

舗購入などの方法で「有害図書」を入手する途が残されている。 

そこで、本件条例の合憲性は、成人の知る自由との関係でも、

青少年の知る自由と同様の基準で判断されるべきである。  

（５）前記１（５）の通り、目的の重要性も手段の実質的関連性も

認められるから、本件条例は、成人の知る自由を侵害するもの

ではなく、憲法 21 条 1 項に反せず合憲である。     以上  
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